
10 福祉施設士 2017年6月号

１．はじめに
近年、地域社会や家族の様相が大きく変容

した他、雇用環境や経済情勢の厳しさもあり、
社会的孤立の問題や、虐待、低所得等の問
題が多くなってきていると感じられる。「地域にお

ける公益的な取組」に関して、平成27年４月３
日、社会福祉法等の一部を改正する法律案が
国会に提出された。人口構造の高齢化、人口
減少社会の到来、家族や地域社会の変容に
伴い、福祉ニーズが多様な事業主体の参入な
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ど、社会福祉法人を取り巻く環境は、大きく変
化している。今回の改正法案は社会福祉法人
制度創立60年余を経過して初めての大改革と
なっている。
近年、社会福祉法人について、法人の運営

のガバナンスの強化や税制優遇措置の見直しな
どが論議されている。
福祉ニーズや福祉サービスの在り方が変化す

る中で、社会福祉法人制度の改革が必要であ
る。
私が住んでいる旧鷹巣町は合併後、北秋田
市となり平成27年度の人口が、35,100人となる
小規模な街である。高齢化社会の進行地域で
あり、高齢化率が高いばかりでなく、核家族化、
一人暮らしの高齢者、認知症高齢者の増加が
進んでいるのが現状である。また雪国であり、
除雪事業を利用した者の割合を述べると、一
人暮らしの高齢者世帯が752世帯もあり、高齢
者のみが201世帯、その他51世帯の利用実
績が上げられている。地域包括支援センターの
総合相談は、延べ629件の相談と、権利擁護
に関する相談92件があった。また北秋田市医
療関連センターの今後の計画として、地域医療
や介護、福祉資源等の機能の充実や支援体
制を包括的かつ継続的にできるように、医療・
介護資源ガイドブックを作成し、関係機関へ配
布する予定があると聞く。生活困窮者自立支援
法がスタートした事により、生活に困っている方、
将来の生活に不安がある方への相談センターも
設置されている。
近隣市内には、障害者支援施設を経営して

いる３つの社会福祉法人がある。市内の障害
者数の中で、療育手帳保持者が「H27.3.31」
付けで、身障（2,093人）、知的（347人）、精神
（196人）と上げられている。当法人が地域の中
で活動及び展開してきたことを述べたい。

２．法人の概要
⑴法人創設
当法人は、児童養護施設「陽清学園」を母
体とし昭和30年４月１日に創設された。創設者
が身体を患し、生かされた「命」に感謝し、生
涯1,000人の子ども達のお世話をしたいと、小さ
な集落の萱葺きの私邸と土地を寄贈したことか
ら始まっている。まだ戦後社会の混乱と貧困が
続く中、児童の健全な育成と保護の実現をめざ
して取り組み、同年８月22日付けで厚生大臣認
可を得て、「社会福祉法人県北報公会」として
正式に発足された。
その後は、要望に応えられるように整備拡大

を図り、現在の大野岱吉野の一角を地域集落
より敷地を頂き現在の骨組みが始まったと考えら
れる。

⑵法人の目的・事業
当法人は、多様な福祉サービスが利用者の
意向を尊重することを最重要としている。その
サービスを総合的に提供されるよう創意工夫を
し、利用者の尊厳を保護しつつ、心身ともに健
やかに育成され、能力に応じ、自立した日常生
活を地域社会において営むことができるよう支援
することを目的として、次の社会福祉事業を行っ
ている。
（Ⅰ）第一種社会福祉事業
①児童養護施設　陽清学園
②障害児入所施設　大野岱吉野学園
③障害者支援施設　吉野更生園
（施設入所支援・生活介護）
④障害者支援施設　大野岱吉野学園成
人棟（施設入所支援・生活介護）

（Ⅱ）第二種社会福祉事業
①保育所　南鷹巣保育園
②子育て短期支援事業　陽清学園
③障害福祉サービス事業
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④児童自立生活援助事業　ようせい
⑤一時預かり事業　南鷹巣保育園
⑥地域子育て支援拠点事業　南鷹巣保
育園
⑦相談支援事業の経営
以上の事業を設置経営している。

⑶施設経営における創設者の想い
①施設規模は設置基準の最低ライン（定
員30名）を固く維持し、現在に引き継が
れている。
②管理化から脱却（規模が大きくなると利
用者や生活の管理が優先してしまう危
惧）
③個別化の尊重（施設はともすれば集団
論理に流されやすい。それぞれの個性
と人格を大事にした支援の追求）
④職員は児童、利用者の手本たる存在で
あり、常に自らの学び、自己研鑽に努め
るだけでなく、人を救う心を忘れず福祉
従事者としての謙虚な姿勢。

⑷小集団生活の試行
昭和55年に、グループホームという制度は存
在していなかったが、障害のある児童７名を職
員宿舎の空き家に試行的に居住させ、そこから
職場実習を行う先験的な実践を行っている。

⑸結びつける実践
吉野更生園が開設され、作業事業も成果が

みられ、軽度の方の生活及び就労支援への住
まいとして東北で初めての「福祉ホームよしの
寮」が（定員10名）で開所された。現在、グルー
プホーム「共同生活援助」を７ヶ所運営してい
る。
当法人の収益を目的とした収益事業、吉野
工場（木工場）を昭和48年10月に障害者職業
訓練の場として、グループホームの方や、他事
業所で経済的虐待者が住む所もなく当時引き取
り、現在も働いている。
農事組合法人・吉野農場では、グループホー

ムや一名近隣から通って、野菜、米、果樹、
比内鶏飼育など仕事として、差別もなく、季節
の物を郷内、市内、各事業所へ販売している
（秋には、全国へきりたんぽを発送）。
児童養護施設では、平成19年４月に児童の
退所後の18才からの就労までの支援や相談が
できる「児童自立援助ホーム・ようせい」が開設
され、定員６名で２年という短い入所期間での
契約で、なかなか自立できず金銭の問題もあり
スムーズに送り出せない現状があるが、相談に
応えながら進めている。
平成26年11月には、女子ホーム「清和寮」

が開設され、地域の学校へ通っている。
吉野学園では、北秋田市指定管理事業「北

第33回郷まつりの様子 第33回郷まつり 模擬店の様子
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秋田市障害生活支援センターささえ」を運営管
理している。

３．地域との取組み
当法人は利用者主体をモットーに、各種事業
所を運営し、利用者へのサービス向上、個別
対応や、時間外、制度外の支援のほか、地
域住民とのつながりを大切に考え、これまでいろ
いろな事業活動を行ってきた。詳細は以下の通
りである。

①ボーイスカウト・ガールスカウト活動
地域の青少年の健全育成活動を目的に行っ

ており、法人内の敷地にキャンプ場があり、教
育委員会の依頼で夏休みに旧鷹巣町の小学校
６校よりリーダーキャンプの奉仕活動を行ってき
た。また、BS県連の依頼で全国からの研修の
場としてスタッフや研修の方が活用している。

②「吉野子どもの村まつり」
地域とのつながりの一環としての大イベント

が、昭和56年、「国際障害者年」よりノーマラ
イゼーションの理念から「生かされ　生きよう　
地域と共に」のテーマで開かれている。吉野郷
の開放により地域の人達に、少しでも知ってい
ただくイベント行事である。
今年で31回目の開催で、法人内の広場を活

用し、地域のボランティア、高校生、演奏クラブ、
関係機関、保護者会等の協力を得ながら行っ
ている行事で、今年約2,000人の方が訪れてい
る。アンケートに対しても次年度の開催のヒントも
あった。

③ゲートボール交流
昭和57年に日本ゲートボール協会の研修に
私が参加することがあり、それから、吉野更生
園の行事の中で、地域の老人会との交流を目
的として進め、その後は、理事長杯として郷ま
つりに旧鷹巣町老人会と交流活動を行っていた。

④在宅障害児への治療
吉野学園が、治療棟を増築し、在宅障害児
へ医療支援機能の提供を昭和55年より園内治
療活動として実施し、職員も理論・技法（感覚
統合）を習得をし、発達を促す実践を行ってい

秋田労46団 カブスカウトの様子

地域福祉委員会 火祭りの様子①

地域福祉委員会 火祭りの様子②
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る。昭和56年より外来医療相談と医療支援を４
名のスタッフで実施し、無料で行われていた。
平成13年より国の事業である「障害児（者）地
域医療支援事業」から「相談支援事業」が始ま
るまでの18年まで続けられていた。

⑤防災協力
郷の防災管理体制の役割の中で、地域集
落の消防団長と法人との協力関係を結んでい
る。防災の日には、郷内を消防車で回ってくれ
たり、合同避難訓練時の協力もある。
北秋田市とは災害発生時の避難所として、
支援プランを結んでいる。今年、県社協主催
の災害ボランティアコーディネーター養成研修へ
法人から１名研修を受けている。

⑥老人福祉センター
地域老人の方々の憩いの家として、善意で

建られ、各老人会の人達が会合等に活用して
いる。

⑦地域福祉委員会
法人内にある委員会で、年間計画を立案し、
北秋田市社会福祉協議会と連絡を取りながら、
地域の一人暮らしの方へ活動を行っている。
委員会は、各施設より委員構成され地域ニー

ズに沿って企画され、７月（さくらんぼ狩りで青森
県へ）、10月（赤い羽根募金）、11月（友愛訪問・
老人宅へ）、１月（いきいきサロン新年会）、２月
（奉仕活動除雪・集落の葛黒火祭り）、会員研
修会等、年間プログラムに沿って活動している。

⑧地域貢献活動
平成21年度から法務省秋田保護観察所と
地域貢献活動計画を吉野更生園で実施し、活
動場所や内容等を連絡を取り行っている、活動
は、６月～11月の月１度の活動である。参加者

は、地域の保護司・更生保護員と調整役の専
門家・保護監察官など約８名で実施している。
今年度から私が担当となり、６月10日に１回目

が開かれ、６名の参加者。２回目（７月21日）は
吉野農場において炎天下でじゃがいも掘りの手
伝い。８月は、吉野更生園の夏祭り（屋台村）
の手伝い。９月は吉野農場にて種まきの手伝い
をしている。

４．法人の資源
近隣地域との相互的に支え合いが大切だとと

らえている。このような時に地域福祉の視点から
当法人でのサービス「資源」の活用を述べてい
きたい。

①各種事業
当法人内の障害者支援施設がもっている、
生活介護事業、入所事業、日中一時支援、
短期入所、秋田県障害児療育事業や、７つの
グループホームがあり、そこで生活介護の活用
がある。６月に北秋田市社協より依頼があり、
貧困夫婦の女性の方を短期入所している。

②医療及び通院
医療面では、北秋田市民病院「総合科」へ

は約15分弱であり、また、嘱託医院である「精
神科」今村クリニックは市内約20分弱の所にあ
る。当法人は、看護師３名と通院担当者２名、
リフト車１台、車６台、大型バス２台と充実し、
病院へ通院対応も可能である。入所者に限ら
ず、在宅サービス利用者、家族が通院の介助
ができない場合等で、法人事業所への相談が
あれば、代行も可能である。しかし、現在総合
病院では、医師不足問題があり、待ち時間が
長すぎ大変困っている。高齢者が多い農村集
落で進展が見えないが、市内の６つの個人病
院と旧町にあった病院が補っている。精神科病
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院が２つあり、法人と契約している医師が、訪
問健診を行っている。

③北秋田市障害者生活支援センター（ささえ）
障害者福祉サービスの利用援助や相談支援
等を行うための拠点施設として設置された。以
前より地域で生活されている障害者本人、家族
が悲願されていた居場所としての機能を取り入
れた支援センターが、平成19年４月２日より業務
開始する。センターでは主に相談支援事業を実
施し、障害者やその家族等からの相談に応じ
て必要な情報や、日常生活に必要な援助を行う
ことで、障害者本人の自立と社会参加を促進す
る事を目的としている。
ささえは、
①福祉サービスの利用援助は、介護相談や、
ホームヘルプ等の福祉サービス情報援助
や利用に関する助言、障害者年金や障害
各種手当などの援助、申請の支援を行う。
②福祉資源を活用し、自立に向けた支援は、
福祉機器等の専門家による利用助言や指
導、住宅に関する相談、買物やイベント等
の生活情報の提供、身だしなみ、健康管
理、家事の指導・助言、パソコン教室や
陶芸教室など趣味や社会参加活動に関す
る支援を行える。
③権利擁護に関する支援は、権利擁護事業
や成年後見制度の利用に関する支援を行
える。
④ボランティア活動支援は、ボランティア情報
の提供やボランティア活動を支援できる。
⑤その他、ピアカウンセリング、学習会の開催、
地域との交流、障害者等の活動の場とし
て利用できる。
⑥北秋田市障害者自立協議会事務局があ
り、活用できる。
⑦虐待防止センター「市担当者との支援」が

あり、活用できる。
その他、お子さんの発達不安を感じたら、健
康推進課「保健センター」、もろびこども園「児
童デイサービス」、吉野学園「秋田県障害児童
医療支援事業」、秋田県北児童相談所などが
近隣にあり活用できる。
また、学校・保育でも特別な支援が必要な
場合には、教育委員会、法人内にある比内支
援学校たかのす校がある。さらに、暮らす、働く、
施設、活動センターとして近隣に10の障害者
施設や就労継続支援B型・A型・居宅介護、
地域福祉センター等があり地域ネットワークが構
築されている。
児童養護では、年間を通して小・中学校と

の連絡会や北児童相談所とも定期的に行われ
児童の成長をお互いに共有している。自立援助
ホーム「ようせい」も児童自立生活支援の観点か
ら、相談その他、日常生活上の援助ができる。
また子育て電話相談「ようせい」も行っているの
で相談ができる。
当法人では品質マネジメントの国際規格であ

るISO9001：2000の認証（平成14年１月24日付）
を受けて、今年で14年目を迎える。当法人の
福祉サービスマネジメントシステムもこれまで、５
回の再認証審査（３年１回）、認証維持審査９回
（１年１回）を受け、国際規格運用能力の実証
を受けてきた。それにともない、ISO委員会、
ISO事務局会議がシステムの見直し、プロセス
の洗い直し、業務の無理、無駄の排除にあたっ
てきた。また外部の第三者審査機関が当法人
のシステムサービスを国際規格に適合承認して
いる。利用者のための良いサービス提供となっ
ている。
日中一時支援、短期入所の現状では、社協
の相談員や家族の方との関わりを大切に展開し
ている。初の試みとして家庭訪問や社協のサー
ビス会議に参加し、保護者の方は勿論、良い
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連携があり、共通理解のもとでサービスの提供
ができる。
福祉QCを取り入れ各施設にQCサークル活
動があり、法人内での発表会、県大会、全国
大会と業務改善活動を行っている。以上の資
源があり、お悩み相談があれば、一緒に解決
の道を探れると考えられる。法人では、働く場所、
相談を受ける場所がある。働く場として、吉野
農場は、約13,500㎡の広大な畑や木工場、保
育園での園児や就労（パート・バス運転）など活
用場所がある。

５．これからの課題
地域社会で支援を求めている方に法人や市
社協、地域、学校、保育園などが気づき、支
え合う体制作りが大切だと思う。高齢者福祉や
障害者福祉分野は整備されてきたが、地域に
は公的サービスが提供されていない問題も見ら
れる。少子高齢化が進む中で、地域医療の問
題、公的な福祉サービスだけでは対応できない
生活課題、社会的排除の対象となりやすい者
や少数者、低所得の問題、地域の中で安心、
安全で暮らせるための共助の確立、ネットワーク
で受け止め、日常的様子の変化に気づき、お
互いの顔の見える環境づくりが必要である。ま
た、情報の共有、低所得者への経済的支援、

「生活福祉資金貸付制度」の活用状況の地域
差や制度のPR不足の問題もある。住民が地
域福祉活動を支援する事業として、活用出来
る様にすべきである。
社会福祉法の変革の中で、透明性がきちん

とされていなければいけないが、将来のために、
これから何が出来るのか、何を地域とともに歩
み、施設として地域包括ケアをどう進めて行くか、
地域に、どう確立できるかが大きな課題に思う。
また、年間の総事業費を上回る金融資産を有
するような過大な内部留保及び蓄財を法人が有
してはいけないと思う。

６．終わりに
今日の状況や変化を見定めながら、当法人

が60年間培ってきた地域貢献の実践を、これ
から地域福祉・地域事業に積極的に果たして
いきたい。そのためにも地域の評価・信頼感・
安心感が重要なポイントと思う。昨年法人の事
業所で３回目となる「天皇陛下御下賜金」を受け
ている。
法人の公益性については営利を目的とせず
社会の役割と思い、そのためにも私を始め、法
人職員が力を合せ地域の方 と々話し合い考察
していきたいと思う。


